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「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループ」

開催要綱 
 
１ 目的  

本ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、「プラットフォームサービスに関
する研究会」（以下「親会」という。）の下に開催されるＷＧとして、プラットフォーム
サービスに係る利用者情報の適切な取扱いの確保に向けて、最近の動向等を踏まえ、専
門的な観点から検討することを目的とする。 

 
２ 名称  
 本ＷＧは、「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するＷＧ」と称
する。 

 
３ 検討事項  
（１） スマートフォンやタブレットなどの通信端末の位置情報、ウェブ上の行動履歴、

端末IDやクッキー等の端末識別情報等の取扱いの実態把握及び課題検討 
（２） 電気通信事業者・プラットフォーム事業者等の関係事業者及び関係団体等による

取組の実態把握及び課題検討 
（３） （１）・（２）を踏まえた利用者情報の取扱いの在り方の検討、電気通信事業にお

ける個人情報保護に関するガイドライン、位置情報プライバシーレポート、スマ
ートフォン・プライバシー・イニシアティブ等の指針等の見直しの検討 

（４） その他 

 
４ 構成及び運営  
（１） 本ＷＧの主査は、プラットフォームサービスに関する研究会の座長が指名する。 
（２）本ＷＧの構成員等は、別紙のとおりとする。 
（３）主査は本ＷＧを招集し、主宰する。 
（４）主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。 
（５）主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ＷＧを招集し、

主宰する。 
（６）本ＷＧの構成員は、やむを得ない事情により出席できない場合において、代理の

者を指名し、出席させることができる。 

（７）主査は、必要に応じ、オブザーバーを招聘することができる。 
（８）主査は、必要に応じ、外部の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
（９）その他、本ＷＧの運営に必要な事項は、主査が定める。 

  
５ 議事・資料等の扱い  
（１）本ＷＧは、原則として公開とする。ただし、主査が必要と認める場合については、

非公開とする。 
（２）本ＷＧで使用した資料は、原則として、総務省のウェブサイトに掲載し、公開す

る。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の利益を害するおそれが
ある場合又は主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（３）本ＷＧの議事概要は、原則として公開する。ただし、主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 
 

６ その他  
  本ＷＧの事務局は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第二課が行う。  

参考資料６ 
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「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループ」 
構成員等 

 

（敬称略・五十音順） 

 

【構成員】 

生貝 直人   一橋大学大学院 法学研究科 准教授 

石井 夏生利  中央大学 国際情報学部 教授 

板倉 陽一郎  ひかり総合法律事務所 弁護士 

太田 祐一   株式会社DataSign代表取締役社長 

小林 慎太郎  株式会社野村総合研究所 上級コンサルタント 

佐藤 一郎   国立情報学研究所 情報社会相関研究系 教授 

沢田 登志子  一般社団法人ECネットワーク 理事 

宍戸 常寿   東京大学大学院 法学政治学研究科 教授 

新保 史生   慶應義塾大学 総合政策学部 教授 

高橋 克巳   NTTセキュアプラットフォーム研究所 主席研究員 

寺田 眞治   一般財団法人日本情報経済社会推進協会 主席研究員 

古谷 由紀子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員
協会 監事 

森  亮二   英知法律事務所 弁護士 

山本 龍彦   慶應義塾大学大学院 法務研究科教授 

 

 

【オブザーバー】 

  デジタル市場競争本部事務局 

個人情報保護委員会 

（別 紙） 

（主査） 


